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研究成果の概要（和文）： 
 ベイズ型平滑化事前分布のアプローチを用いて、時変構造を持つ生産関数モデルの構築とパ

ラメータ推定の方法を提案した。また、開発した方法を日本、米国、中国、韓国、台湾のデー

タに適用し、経済成長の要因分析を行った。本研究の新規提案法は、経済成長の実証分析にお

いて非常に有望なアプローチといえる。その主な特徴は、モデルにおける全要素生産性（TFP）

および産出の要素弾力性の時間的変化パターンを厳密に推定できることである。 

 

研究成果の概要（英文）： 
 We constructed production function models with time-varying structure and developed 
methods for parameter estimation based on a Bayesian smoothness priors approach. The 
Bayesian models are applied to data for Japan, US, China, South Korea and Taiwan. Our 
proposed methods can be applied widely as a promising approach for empirical analyses of 
economic growth. The main feature is that time-varying total factor productivity (TFP) and 
time-varying elasticities of output with respect to factors of production can be estimated 
accurately.  
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１．研究開始当初の背景 
 持続的経済成長の達成は多くの国が目標
に掲げる重要な課題となっている。とりわけ
近年の日本においては、経済成長の促進に資
する政策提言が一層強く要請される状況に
ある。経済成長の促進を目的とした政策を考

察する場合には、まず、各国の経済成長にお
いて「どのような要因が、どのようなパター
ンで、どの程度寄与しているか」をデータに
基づいて厳密に把握しておく必要がある。
1990年代以降、Penn World Table に代表さ
れるデータベースの充実に付随して経済成
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長の実証研究が活発になってきたが、国内外
の既存研究をサーベイすると、ほとんどの文
献において成長会計による要因分解もしく
は生産関数・成長回帰モデルの計量経済的推
定といったアプローチが用いられている。た
だし、こうした従来のアプローチではモデリ
ングおよび推定方法に関して不十分な点が
散見され、改善の余地が小さくない。 
 研究代表者は、統計数理研究所の研究グル
ープと長年に渡ってベイズ的手法の先端的
研究に従事してきた経験から、上述の既存ア
プローチにおける困難を克服する手法とし
て、情報理論を援用したベイズ的統計手法が
有効であるとの着想に至った。そして、2005
年度から、経済成長の実証分析における新た
な統計モデル・推定法の研究を開始した。 
研究代表者・分担者の提案アプローチは、

広義において生産関数アプローチの一種と
位置づけられる。これまでに我々が国内外の
学会発表で提案した方法は、コメンテーター
およびフロアーから概ね好評を得たが、いく
つかの改良点も指摘された。本研究では、ベ
イズ統計学的な理論・方法の経済データ分析
への応用について検討を重ね、従来の方法と
の比較のうえで我々のアプローチの優位性
を実証してきた。 
 
 
２．研究の目的 
 日本、米国、中国、韓国および台湾の長期
経済時系列データを利用して、以下の諸点を
明らかにする。 
（1）各国のマクロ・産業レベル（日本の場
合地域レベルも含む）での全要素生産性
（TFP）および要素弾力性がどのように推移
してきたか。 
（2）各国における TFP変動の特徴の比較分
析を通じて、TFPが具体的にどのような要因
によって規定されているのか。 
（3）各国の経済成長の推進力として、どの
ような要因の貢献が期待されるか。また、経
済成長を促進するうえで、いかなる政策の有
効性が示唆されるか。 
 
 
３．研究の方法 
 本研究のモデル構築の出発点は、2生産要
素 (資本と労働) をもつ Cobb-Douglas 型生
産関数である。経済成長の源泉のうち、資本
と労働は時系列データから該当変数の時間
的推移を確認できる。しかし、TFP について
は直接的に観測することができない。したが
って、経済成長の実証研究においては、「TFP
をいかにして推定し、その動きを精確に捉え
るか」ということが有意義なインプリケーシ
ョンを得るための鍵となる。 
 しかし、TFP を推定するための統計的方法

は、現在においても十分に確立されていると
は言い難い。そのような問題意識に基づき、
本研究ではベイズ統計学の観点から TFP 分析
の新規手法を提案する。 
 ところで、ベイズ法によるモデルの時変構
造の推定に際して、平滑化事前分布がよく利
用される。しかし、TFP トレンドに急激な変
動が生じる場合、ガウス型の平滑化事前分布
アプローチでは頑健な推定値を得ることが
できない。そこで我々は、TFP トレンドに急
激な変化が生じる状況も考慮して、より実態
に即した非ガウス型モデルを構築し、ベイズ
的モデル平均化法（BMA）のアプローチを導
入して推定結果の精度を向上させた。このよ
うにモデル構築と推定方法を実際のデータ
特性に応じて改善しながら、各国の経済成長
の経済統計分析を展開した。 
 
 
４．研究成果 
 
（1）日本経済の地域分析 
本研究では、日本の地域経済成長の統計分

析を行った。モデル構築に際しては、
Cobb-Douglas 型生産関数を採用している。
我々は、TFP を各離散時点での確率変数とし
て扱い、平滑化事前分布を導入した。そのう
えで、ベイズ的モデリングの手法により、TFP
の振る舞いの把握を試みる。日本の都道府県
の年次時系列データに提案法を応用した結
果、TFP は各都道府県によって種々のパター
ンで複雑な挙動を示すことが確認された。ま
た、各生産要素（民間資本、公的資本、人的
資本）の産出弾力性について、第 1 次オイル・
ショックの時期を境に異なる値で推定した。
その結果、オイル・ショック以降、ほとんど
の地域で民間資本弾力性の低下がみられる
が、対照的に、ほとんどの地域で人的資本弾
力性の上昇がみられる（詳細については「５．
主な発表論文等」の雑誌論文⑨、⑪を参照）。 
 
（2）時変効率パラメータを持つ CES 生産関
数モデルの推定 
生産関数アプローチにおいては、解析上の

扱いやすさから Cobb-Douglas 生産関数が最
も よ く 利 用 さ れ て い る 。 た だ し 、
Cobb-Douglas 型生産関数は生産要素間の代
替の弾力性が 1 になるという性質を持つ。代
替の弾力性に関する Cobb-Douglas 型生産関
数の前提条件は通常満たされない場合が多
いと考えられるので、これは Cobb-Douglas
生産関数の 1 つの難点ともいえる。ゆえに、
代替の弾力性が正の実数の範囲で自由な値
をとりうる生産関数が望ましい。この点を考
慮して、本研究のモデリングでは CES
（constant elasticity of substitution）生産
関数を利用する。我々は効率パラメータを時



 

 

変パラメータとし、平滑事前分布を用いたベ
イズ的手法で推定する。効率パラメータの時
間的変化は Hicks中立的技術進歩と解釈でき
る。図１と図２から、1960 年～2001 年の期
間における日本と米国の技術指数の時間的
推移が確認できる。 
 

 

図１：日本の技術指数(対数値)の時間的推移 
出所：「５．主な発表論文等」の雑誌論文① 
 

 

図２：米国の技術指数(対数値)の時間的推移 
出所：図１と同一 
 
 図１より、日本の技術指数について次のよ
うな特徴が読み取れる。日本の技術指数は
1960 年代から 1970 年代にかけて急速に上昇
した。しかし、1970 年代後半の期間について
は、技術指数のトレンドが変化し、緩やかな
上昇となった。とりわけ、1990 年代以降のパ
フォーマンスの停滞が目立つ。他方、図２に
おける米国の技術指数は、日本のそれと異な
った動きを示している。米国の技術指数は
1960 年代から 1970 年代の前半にかけて緩や
かに上昇したが、1970 年代後半の期間は若干
の低下が見られた。しかし、1980 年代以降、
技術指数のトレンドは緩やかな上昇へと回
復した。両国の技術指数の推移を比較して、
特に注目すべきことは直近の 1990 年代以降
における技術指数のトレンドの相違である。  
 また、本研究では日本のナショナル・イノ
ベーション・システムの特徴と課題について
も言及している（詳細については「５．主な
発表論文等」の雑誌論文①、⑦、⑩、⑫およ
び「５．主な発表論文等」の図書①を参照）。 
 
（3）中国経済のマクロ・産業レベルの TFP
分析 
中国経済の TFPパフォーマンスとその社会

経 済 的 影 響 要 因 を 分 析 し た 。 ま ず 、

Cobb-Douglas 型生産関数モデルによって、
1952 年～2004 年の期間における TFP と弾力
性係数のトレンドを推定した。ただし、中国
のマクロ経済のデータ分析においては、大き
な社会情勢変化に伴って TFPのトレンドにも
急激な変化が生じ得るため、ガウス型モデル
を直接には適用できない。この困難に対して、
我々はベイズ的モデル平均化法（BMA）によ
って対処する。主な分析結果は次のように要
約できる。大躍進政策の失敗によって、1950
年代末に中国経済は深刻なダメージを受け
た。その後、中国経済は回復軌道に乗ったが、
文化大革命の開始に伴い、1960 年代後半に再
び大きな落ち込みを見せた。1970 年代以降に
ついては、鄧小平の 2 度目の失脚や 1989 年
の天安門事件などの時期に TFP成長率の低下
が見られる。 
 

 

図３：第 1次産業の TFP 指数(対数値)の変動 
出所：「５．主な発表論文等」の雑誌論文⑨ 
 

 

図４：第 2次産業の TFP 指数(対数値)の変動 
出所：図３と同一 
 

 

図５：第 3次産業の TFP 指数(対数値)の変動 
出所：図３と同一 
 
また、同様のモデルを用いて中国の産業レ

ベルの TFP 分析も行った。図３から図５の各
図では、1978 年～2004 年の期間における中



 

 

国の産業別 TFP指数の時間的推移が描かれて
いる（詳細については「５．主な発表論文等」
の雑誌論文③、⑧を参照）。 
 

（4）時系列分析の方法に関する研究 

ベイズ的な生産関数モデル構築の研究との

関連で、我々は、循環変動成分を含む時系列

の季節調整モデル推定法、一括推移の状態空

間モデルとそれに付随した状態推定法および

2方向フィルタによる粒子平滑化法の研究に

も従事した。 
これらは、既存アプローチにおけるいくつ

かの問題点を克服した先駆的取り組みであ
り、経済成長の実証研究および経済統計の方
法論の発展に貢献するものといえる（詳細に
ついては「５．主な発表論文等」の雑誌論文
④、⑤、⑥を参照）。 
 
（5）日本の失業動向に関する統計分析 
経済成長の実証分析においては、生産要素

としての労働力が効率的に活用されている
かどうかを把握しておくことも重要である。
周知のように、失業率は労働力の効率的活用
度を測る代表的尺度であり、失業率が高い場
合は人的資源利用上の非効率が生じている
とみなせる。ただし、一口に失業と言っても
種々のタイプの失業があり、たとえば、形態
によって摩擦的・構造的失業と需要不足失業
に大別できる。 
 

 

図６：日本の摩擦的・構造的失業率（上部の
折れ線）と需要不足失業率（下部の折れ線）
の推移（1963 年 5 月～2010 年 10 月の月次数
値） 
出所：「５．主な発表論文等」の雑誌論文②
の結果に基づき筆者が作成 
 
失業率の要因分解には U-V分析の手法がよ

く利用されている。ただし、先行研究の多く
は定数パラメータのモデルを扱っており、動
学的分析の試みは非常に少ない。本研究では、
時間変動パラメータをもつ動的マッチング
関数のモデルを構築し、平滑化事前分布を利
用したベイズ統計分析を行った。提案法によ
り、全体の失業を摩擦的・構造的失業と需要
不足失業に分解することができるだけでな
く、失業と欠員のマッチングを促す労働市場

の効率性の動的特性が把握可能となる。図６
は、日本の摩擦的・構造的失業率（上部の折
れ線）と需要不足失業率（下部の折れ線）推
定値から描かれたグラフである。図６より、
摩擦的・構造的失業率と需要不足失業率がと
もに上昇傾向にあることが読み取れる。詳細
については「５．主な発表論文等」の雑誌論
文②を参照）。 
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